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1 はじめに 
1.1 事業概要 

本事業の背景及び目的 
発電時における二酸化炭素の排出量削減に向けた社会からの強い要請を受け、我が国では太陽

電池や風力をはじめとする再生可能エネルギーによる発電が増加の一途をたどっている。特に

2012 年（平成 24 年）7 月 1 日より再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT 制度）が開始

以来、太陽電池発電設備の導入量は急激に拡大し、非住宅用とされる 10kW 以上の太陽電池発電

設備累積設備導入量は、2020 年 9 月末時点で 4,603.1 万 kW に上る1。導入量の増加に伴い発電

設備の設置形態についても、従来多く用いられてきた住宅の屋根設置型から地上設置型、更には

追尾型や水上設置型などへの多様化が見られるようになってきている。こうした中、近年台風等

の自然災害に伴う太陽電池発電設備の事故が頻繁に発生し、事故に対する社会的な関心が高まっ

ていることから、公衆安全を念頭に置いた設備被害の低減を図ることが重要課題となっている。 
太陽電池発電設備における設置形態の多様化や事故の増加を受け、昨年度事業「令和元年度新

エネルギー等の保安規制高度化事業委託調査（太陽電池発電設備に関する技術基準検討事業）」（以

下、昨年度事業という。）において、水上設置型太陽電池発電設備に関する技術要件の整理を行う

とともに、太陽電池発電設備に特化した太陽電池発電設備に関する技術基準を定める省令（案）

の骨子案について検討を実施した。なお、水上設置型太陽電池発電設備に関する技術要件につい

ては、2020 年 6 月に設計上考慮すべき要求性能を示すために技術基準の解釈の改正が行われた。 
一方、現時点で、法的拘束力のある太陽電池発電設備に特化した技術基準を定める省令につい

ては規定されていない。そのため、昨年度事業で検討した太陽電池発電設備に関する技術基準を

定める省令（案）の骨子案をもとに、盛り込むべく具体的な要求性能を検討した結果を踏まえ、

太陽電池発電設備に関する技術基準を定める省令案とともに、太陽電池発電設備の技術基準の解

釈案や解釈の解説案の作成を行うことを本事業の一つ目の目的とする。 
また、設置形態の多様化が進む中で、昨年度事業では水上設置型設備についての実態調査を行

った。今回、事故が多数報告されている自動追尾型設備及び単管架台（仮設材料）に関する実態

調査を行うことを本事業の二つ目の目的とする。 
昨年度事業において、出力 50kW 未満の太陽電池発電設備の支持物の現地調査を行った結果に

よれば、太陽電池発電設備の支持物が技術基準に適合していない可能性のある施設が一程度存在

することが確認できた。引き続き実態を把握すべく、実際に太陽電池発電設備の支持物の設置状

況を確認するため、出力 50kW 未満に限らず高圧設備も対象とした太陽電池発電設備の支持物の

現地調査を行い、その実態を把握する。さらには、調査にともない、調査対象設備の構造計算書

の数値を元に、「太陽電池アレイ用支持物の設計用荷重算出方法(日本産業規格 JIS C 8955 2017)」
の各想定荷重が算出され、支持物の「安定構造」又は「不安定構造」を簡易的に判定する構造計

算の確認用ソフトウェアを作成することを本事業の三つ目の目的とする。 
電気事業法に基づく事故報告制度が令和 3 年 4 月から改正されることによって、小出力発電設

備（出力 50kW 未満の太陽電池発電設備や出力 20kW 未満の風力発電設備）についても新たに事

                                                   
1 資源エネルギー庁 固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト 
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary 
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故報告の対象となる。一方で、小出力発電設備の設置者及び所有者は、その設備に対しての電気

主任技術者を選任する必要がないため、設備に対する技術的な知見や知識が乏しい可能性があり、

制度改正後、正しく事故報告を行えないケースも想定される。こうした状況に鑑み、事故報告制

度について、正しくかつ効果的に理解してもらうための周知手法について検討を行うとともに、

その一例としてポスター、チラシ及びパンフレット（技術的な解説を含む Q&A 集の冊子）を作

成・発送し、その周知の効果についての評価を行うことを本事業の四つ目の目的とする。 
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1.2 本事業の実施方法 
太陽電池発電設備の技術基準の詳細検討 

昨年度事業において作成した、太陽電池発電設備に特化した太陽電池発電設備に関する技術基

準を定める省令（案）の骨子案を踏まえ、省令案に盛り込むべき具体的な技術的要件を検討し、

省令案を作成した。さらには、作成した省令案に基づき、その技術基準の解釈及び技術基準の解

釈の解説について、現行の「電気設備の技術基準の解釈」及び「電気設備の技術基準の解釈の解

説」第 46 条を整理したうえで修正案を検討し、作成した。 
省令案及びその技術基準の解釈と技術基準の解釈の解説の修正案を検討するにあたっては、有

識者へのヒアリングを行い、その意見内容を考慮して作成を進めた。 
 

設置形態別技術基準策定に向けた調査・検討 
 追尾型太陽電池発電設備のメーカーや製品タイプ等の設備情報の整理を行い、実態を把握した。

追尾型太陽電池発電設備のメーカーや製品タイプ等の設備情報の整理では、メーカーへのヒアリ

ングを行い、机上調査の情報を補完した。また、単管架台で使用されている仮設材料についての

情報整理を行うとともに、業界団体へのヒアリングを行い、机上調査の情報を補完した。さらに

は、追尾型設備及び単管架台における主な事故事例を収集するとともに、事故要因を把握して本

検討の参考とした。 
 

太陽電池発電設備の支持物の現地調査及び構造計算確認用ソフトウェアの作成・評価 
高圧設備も対象とし、太陽電池発電設備のうち、技術基準の適合が疑われる案件について、経

済産業省電力安全課で選定し、経済産業省職員の立会いの下、「電気設備の技術基準の解釈」第 46
条で求める太陽電池モジュールの支持物に関する技術基準に適合されているかを調査した。 

さらに、調査にともない、調査対象設備の構造計算書の数値を元に、「太陽電池アレイ用支持物

の設計用荷重算出方法(日本産業規格 JIS C 8955 2017)」の各想定荷重が算出され、支持物の「安

定構造」又は「不安定構造」を簡易的に判定する構造計算の確認用ソフトウェアの作成とともに、

その使用方法についてまとめた。 
 

小出力発電設備における事故制度改正に関する調査 
電気事業法に基づく事故報告制度が令和 3 年 4 月から改正されることによって、小出力発電設

備（出力 50kW 未満の太陽電池発電設備や出力 20kW 未満の風力発電設備）についても新たに事

故報告の対象となることから、その周知についての検討を行ったとともに、その一例としてポス

ター、チラシ及びパンフレット（技術的な解説を含む Q&A 集の冊子）を作成した。また、自治

体を含む業界団体や電力会社及び損害保険等の 100 箇所に周知素材を配布するとともに、その周

知の効果については、発送箇所に対してアンケート調査を実施したうで評価を行った。 
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2 太陽電池発電設備の技術基準の詳細検討 
2.1 太陽電池発電設備に関する技術基準を定める省令（案）の検討 

法的拘束力のある太陽電池発電設備の支持物に特化した技術基準を定める省令について規定さ

れていないことから、太陽電池発電設備に係る構造性能規定についての理解を設計者に促すため、

太陽電池発電設備の性能規定を盛り込んだ省令案の検討を昨年度事業で行った。その検討を基に

作成した太陽電池発電設備に関する技術基準を定める省令の骨子案を踏まえ、盛り込むべき具体

的な要求性能を検討し、省令案の作成を行った。 
 

骨子案（昨年度事業）からの技術要件に基づく素案作成 
昨年度事業概要 

昨年度事業において、太陽電池発電設備の構造関連規定の整理を行った（図 2-1）。根拠法とな

る電気事業法に基づき電気工作物の設置者が遵守すべき技術基準が省令（「電気設備に関する技術

基準」：以下、「電技」という。）に定められているが、太陽電池発電設備が遵守しなければならな

い内容を示すものとしては、技術基準の第 4 条「電気設備は、感電、火災その他人体に危害を及

ぼし、又は物件に損害を与えるおそれがないように施設しなければならない」に該当するものの、

太陽電池発電設備の構造性能に特化した内容は記載されていない。一方、太陽電池モジュールの

支持物の要求性能については、電気設備の技術基準の解釈（以下、「電技解釈」という。）の第 46
条第 2 項、太陽電池モジュールの支持物の標準仕様については第 3 項、太陽電池発電設備の施設

による土砂の流出又は崩壊防止措置については第 4 項において既に規定されている。 
 

 
※ 小出力発電設備についても、第 200 条第 2 項第 2 号において、支持物（架台）は第 46 条第 2 項（性能規定）

又は第 3 項（仕様規定）に準じて施設する旨が明記されている。 
出典：昨年度事業報告書2 

図 2-1 関連規定の位置付け 

 
太陽電池発電設備の関連規定を整理した結果とともに、既に規定されている発電設備に関連す

る主な省令（「発電用風力設備の技術基準」や「発電用火力設備の技術基準」など）の構成を踏ま

え、「発電設備」のうち、「原動力設備」に係る太陽電池発電設備の支持物についての省令を作成

                                                   
2 https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2019FY/000202.pdf 
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骨子案は現行の電技解釈第 46 条第 2 項において規定されている内容となっていることから、

設計者に要求される基準がこれまで以上に強化されるわけではない。つまり、遵守すべき性能要

求が現行と変わらないものの、省令とすることで遵守すべき内容の明確化になるとともに、広く

周知することや理解を促す効果も期待できるとして結論付けた。 
 

技術要件の整理・検討 
骨子案及び既存の発電設備に関連する省令の構成を念頭に置き、多様化された設置形態におけ

る太陽電池発電設備に求められる性能要件について、現行の電技解釈を踏まえて省令案の検討を

行った。検討結果の概要は次のとおりである。 
省令案の作成にあたっては、太陽電池発電設備と同じ再生可能エネルギーである「発電用風力

設備に関する技術基準を定める省令」（以下、「風技」という。）を参考にし、条文の構成の検討を

した。風技における条文の構成を表 2-2 に示す。 
 

表 2-2 風技での条文の構成 

第一条 適用範囲 

第二条 定義 

第三条 取扱者以外の者に対する危険防止措置 

第四条 風車 

第五条 風車の安全な状態の確保 

第六条 圧油装置及び圧縮空気装置の危険の防止 

第七条 風車を支持する工作物 

第八条 公害等の防止 

 
昨年度事業で作成した骨子案は、電技解釈第 46 条を踏まえて作成されていることから、省令に

適した構成に修正する必要がある。そのため、風技での条文の構成を踏まえ、省令として記載す

べき項目を検討し、追加した上で「発電用太陽電池設備に関する技術基準を定める省令」として

の条文の構成（案）を作成した（表 2-3）。 
 

表 2-3 発電用太陽電池設備に関する技術基準を定める省令での条文の構成（案） 

第一条 適用範囲 

第二条 定義 

第三条 人体に危害を及ぼし、物件に損傷を与えるおそれのある施設等の防止 

第四条 支持物の構造等 

第五条 土砂の流出及び崩壊の防止 

第六条 公害等の防止 

 
素案作成 

省令案に盛り込むべき技術要件について、設置環境に応じた想定荷重設定の必要性、さらには、
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多様化する設置形態や使用材料に対して考慮することの必要性を念頭に置き、現行の電技解釈及

び昨年度事業での討議内容を踏まえて検討を行った。検討した技術要件の内容を表 2-3 の条文の

構成（案）に組み込み、省令の素案を作成した（表 2-4）。 
 

表 2-4 発電用太陽電池設備に関する技術基準の素案 

[省令] 

（適用範囲） 

第一条 この省令は、太陽光を電気に変換するために施設する電気工作物の支持構造物

について適用する。 

二    前項の電気工作物とは、一般用電気工作物及び事業用電気工作物をいう。 

（用語の定義） 

第二条 この省令において使用する用語は、電気事業法施行規則（平成七年通商産業省

令第七十七号）において使用する用語の例による。 

（人体に危害を及ぼし、物件に損傷を与えるおそれのある施設等の防止） 

第三条 太陽電池発電設備は、人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与えるおそれが

ないように施設しなければならない。 

（支持物の構造等） 

第四条 太陽電池モジュールを支持する工作物（以下「支持物」という。）は、次の各号

により施設しなければならない。 

一 自重、地震荷重、風圧荷重、積雪荷重その他の当該設置環境下において想定され

る各種荷重に対し安定であること。 

二 前号に規定する荷重を受けた際に生じる各部材の応力度が、その部材の許容応力

度以下になること。 

三   支持物を構成する各部材は、前号に規定する許容応力度を満たす設計に耐えうる

安定した品質を持つ材料であるとともに、腐食、腐朽その他の劣化を生じにくい

材料又は防食等の劣化防止のための措置を講じた材料であること。 

四   太陽電池モジュールと支持物の接合部、支持物の部材間及び支持物の架構部分と

基礎若しくはアンカー部分の接合部における存在応力を確実に伝える構造とする

こと。 

五   土地もしくは水面に施設される支持構造物の基礎部分は、次の各号に適合するも

のであること。 

イ 上部構造から伝わる荷重に対して、上部構造に支障をきたす沈下、浮上がり及び

水平方向への移動を生じないものであること。 

ロ 土地に自立して施設される支持構造物の杭基礎若しくは鉄筋コンクリート造の直

接基礎又はこれらと同等以上の支持力を有するものであること。 

六 土地に自立して施設される太陽電池発電設備のうち設置面からの太陽電池アレイ

の最高高さが 9m を超える場合には、更に建築基準法の工作物に基づく構造強度等

に係る各規定に適合するものであること。 
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二      発電用太陽電池設備が一般用電気工作物である場合には、前項の規定は、同項中

「太陽電池発電所」とあるのは「発電用太陽電池設備」と読み替えて適用するもの

とする。 

 
支持物の構造等 

 設置環境や設置形態に応じた想定荷重設定を考慮することの必要性、使用材料及び構造強度に

対して考慮すべき事項等について、現行の電技解釈の内容を盛り込み、支持物の構造性能として

満たすべき要件を示した。 

[省令] 

（支持物の構造等） 

第四条 太陽電池モジュールを支持する工作物（以下「支持物」という。）は、次の各号によ

り施設しなければならない。 

一 自重、地震荷重、風圧荷重、積雪荷重その他の当該設置環境下において想定される各

種荷重に対し安定であること。 

二 前号に規定する荷重を受けた際に生じる各部材の応力度が、その部材の許容応力度

以下になること。 

三   支持物を構成する各部材は、前号に規定する許容応力度を満たす設計に必要な安定し

た品質を持つ材料であるとともに、腐食、腐朽その他の劣化を生じにくい材料又は

防食等の劣化防止のための措置を講じた材料であること。 

四   太陽電池モジュールと支持物の接合部、支持物の部材間及び支持物の架構部分と基礎

若しくはアンカー部分の接合部における存在応力を確実に伝える構造とすること。 

五   支持物の基礎部分は、次の各号に適合するものであること。 

イ 土地又は水面に施設される支持物の基礎部分は、上部構造から伝わる荷重に対し

て、上部構造に支障をきたす沈下、浮上がり及び水平方向への移動を生じないもの

であること。 

ロ 土地に自立して施設される支持物の基礎部分は、杭基礎若しくは鉄筋コンクリート

造の直接基礎又はこれらと同等以上の支持力を有するものであること。 

六 土地に自立して施設されるもののうち設置面からの太陽電池アレイ（太陽電池モジュ

ール及び支持物の総体をいう。）の最高の高さが九メートルを超える場合には、構造

強度等に係る建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）及びこれに基づく命令の規

定に適合するものであること。 

 
土砂の流出及び崩壊の防止 

 発電設備が設置される土地の状況によっては、土砂流出や地盤崩壊の危険性があることから、

それらの防止措置が必要であることを明確に示した。 

[省令] 

（土砂の流出及び崩壊の防止） 
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第五条 支持物を土地に自立して施設する場合には、施設による土砂流出又は地盤の崩壊を防

止する措置を講じなければならない。 

 
公害等の防止 

 環境破壊や公衆安全を考慮した対応が必要であることを明確に示した。 

[省令] 

（公害等の防止） 

第六条 電気設備に関する技術基準を定める省令（平成九年通商産業省令第五十二号）第十九

条第十三項の規定は、太陽電池発電所に設置する発電用太陽電池設備について準用

する。 

二   発電用太陽電池設備が一般用電気工作物である場合には、前項の規定は、同項中「第    

十九条第十一項及び第十三項」とあるのは「第十九条第十三項」と、「太陽電池発電所

に設置する発電用太陽電池設備」とあるのは「発電用太陽電池設備」と読み替えて適

用するものとする。 
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技術要件の整理・検討 

（1）の整理のとおり、現行の電技解釈第 46 条の内容は、第 3 項に示された支持物の標準仕様

（仕様規定）の項目を除き省令案に盛り込まれている。そのため、省令案に紐づく技術基準の解

釈に内容については、それぞれ対応する現行の電技解釈の解説をベースとして検討を行った。ま

た、現行の電技解釈第 46 条第 3 項に示された支持物の標準仕様については、技術基準の解釈に盛

り込むこととした。技術基準の解釈の解説については、技術基準の解釈を正しく理解するための

補足情報や、支持物の要求性能に満足させるために必要な技術情報を盛り込むこととし、具体的

には、参考となる建築関連の基規準や「地上設置型太陽光発電システムの設計ガイドライン 2019
年版（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構：2019）」での要点を踏まえて、記

載内容の検討を行った。 
 

技術基準の解釈及び解釈の解説の素案作成 
技術基準の解釈案に盛り込むべき技術要件について、省令案の作成時に留意した設置環境に応

じた想定荷重設定の必要性や、多様化する設置形態や使用材料に対して考慮することの必要性に

ついて、具体的な要件を示すことを念頭に置き検討を行った。また、技術基準の解釈の解説案に

盛り込むべき内容については、技術基準の解釈案で示した技術要件の具体的な説明となることを

考慮した。これらの検討内容を 2.1.3 で作成した省令案に対応させて、技術基準の解釈及び技術

基準の解釈の解説案の素案を作成した（表 2-6）。 
 

表 2-6 技術基準の解釈及び解釈の解説の素案 

＜省令第一条＞ 

（適用範囲） 

【解説】 

太陽電池発電設備は、太陽電池モジュールとその支持構造物、昇圧変圧器、遮断器、電路等か

ら構成されるが、本省令については、太陽電池発電設備の支持構造物等に関する技術基準を定

めたものであり、電気設備に関しては、「電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年

通商産業省令第５２号）」に規定されている。なお、ここでの支持構造物等とは、太陽電池を

支持する架台および基礎を示し、太陽電池モジュールのうち荷重を負担する部材も含まれる。 

＜省令第二条＞ 

（用語の定義） 

【解釈】 

（定義） 

第１条 

この解釈において使用する用語は、電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）及

び省令において使用する用語の例による。 

【解説】 
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規制の明確化の観点から、電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）で使用する

用語と発電用風力設備に関する技術基準を定める省令及びその解釈で使用する用語の統一を図

っている。また、太陽光発電に関する用語については、日本産業規格 JIS C 8960「太陽光発

電用語」による。 

＜省令第三条＞ 

（人体に危害を及ぼし、物件に損傷を与えるおそれのある施設等の防止） 

【解説】 

取扱者以外の者又は物件に対して危害や損害を与えるおそれがないように適切な措置を講ずる

こと規定している。 

なお、電気設備からの感電、火災等の防止に関しては、電気設備に関する技術基準を定める省

令（平成９年通商産業省令第５２号）第４条に規定されている。 

＜省令第四条＞ 

（支持物の構造等） 

【解釈】 

（設計荷重） 

第２条 

省令第４条第１項における荷重とは、日本産業規格 JIS C 8955(2017) 「太陽電池アレイ用支

持物の設計用荷重算出方法」に規定する荷重の他、当該設置環境において想定される各種荷重

をいう。 

（支持構造物の架構） 

第３条 

省令第４条第１項における支持構造物の安定とは、同項に規定する荷重に対して、支持構造物

が倒壊、飛散および移動しないことをいう。 

（部材強度） 

第４条 

省令第４条第２項に規定する各部材の強度は、省令第４条第１項によって設定される各種荷重

が作用したときに生じる各部材の応力度が当該部材の許容応力以下であることとしている。 

 

（使用材料） 

第５条 

省令第４条第３項における支持構造物に使用する材料は、設計条件に耐え得る安定した強度特

性を有する材質であるとともに、使用される目的、部位、環境条件及び耐久性等を考慮して適

切に選定すること。また、腐食、腐朽その他の劣化しにくい材料、または劣化防止のための措

置がとられた材料を使用すること。 

 

（接合部） 

第６条 

省令第４条第４項における接合部とは、太陽電池モジュールと支持構造物、支持構造物の部材
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間及び支持構造物の架構部分と基礎又はアンカー部分の接合部であり、荷重を伝達する全ての

接合部が対象である。 

2 接合部の強度は、部材間の存在応力を確実に伝達できる性能を有していることを要求して

いる。 

 

（基礎及びアンカー） 

第７条 

土地に自立して施設される支持構造物の基礎、水面に施設されるフロート等の支持構造物の係

留用アンカーにおいては、想定される荷重に対して上部構造に支障をきたす沈下、浮上がり及

び水平方向への移動がないこと。 

 

（支持構造物の標準仕様） 

第８条 

太陽電池モジュールの支持構造物を、次の各号のいずれかにより地上に施設する場合は、省令

第四条の規定によらないことができる。 

一 一般仕様 

  （ここでは省略） 

二 強風仕様 

  （ここでは省略） 

三 多雪仕様 

  （ここでは省略） 

（高さ９mを超える太陽電池発電設備） 

第９条 

土地に自立して施設される太陽電池発電設備のうち高さが 9ｍを超える場合には、建築基準法

施行令第 3章構造強度のうち、第 38 条（基礎）、第 65条（有効細長比）、第 66条（柱の脚部）、

第 68 条（高力ボルト等）、第 69条（斜材等の配置）及び第 93条（地盤及び基礎ぐい）の規定

により施設すること。 

 

【解説】 

①解釈第２条の解説（設計荷重） 
日本産業規格 JIS C 8955(2017)に規定された風圧荷重、積雪荷重及び地震荷重はそれぞれ、建

築基準法施行令第 87 条、第 86条、第 88条を参考に設定されている。これらの荷重の再現期間

は 50 年を想定しており、「当該設置環境において想定される各種荷重」についてもこれと同等

の荷重を設定することが望ましい。なお、地上に施設される太陽光発電設備において、傾斜地

に設置される場合の風圧荷重、及びアレイ面の下端部に作用する積雪による沈降荷重等につい

ては、「地上設置型発電システムの設計ガイドライン 2019 年版」（国立研究開発法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構：2019）の技術資料が参考となる。また、水面等に施設される太陽

電池発電設備の支持構造物（フロート、架台、係留索、アンカー：解説 1図参照）については、
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地上や建築物上に設置される太陽光発電設備とは異なる荷重を想定する必要があることから、

解説 1表を参考として考慮すべき荷重を検討する。 

 

 解説 1図 水面等に施設される太陽電池発電設備の支持構造物 

※ 架台は、フロートとの一体型の設備も存在する。 

 

解説 1表 水面等に施設される太陽電池発電設備において付加的に考慮すべき外力・荷重及び対象部位 

 

 

※1 必要に応じて検討を行う。 

※2 接合部 ： フロート間、フロート・係留間、フロート・架台・太陽電池モジュール間等。 

※3 対岸距離が短い場合にはスロッシングが発生し易いため、考慮する必要がある。 

 

②解釈第３条の解説（支持構造物の架構） 

支持構造物の安定については、下式の不静定次数の計算式を用いることによって、判別するこ

ができる。ただし、この式は一時的な判別に使用されるものであり、3 次元的な架構モデルや

特殊な接合部を有するような場合には判別できないことがあるため、構造解析プログラム等で

確認することが望ましい。 

 

m＝(n＋s＋r)－2×ｋ 

  m：不静定次数 n：支点反力数 s：部材数 r：剛接数 k：接点数 

  

m≧0の場合 ： 安定（静定・不静定） 

m＜0の場合 ： 不安定 
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③解釈第４条の解説（部材の強度） 

支持構造物に使用される部材は、設計荷重に対する許容応力度設計を要求しているため、再現

期間 50 年に相当する荷重に対して各部材は損傷および塑性変形しない強度を確保する必要が

ある。細長い部材や材厚が小さい部材に圧縮力や曲げモーメントが作用する場合には、曲げ座

屈、横座屈、局部座屈等が発生するおそれがあるため、座屈を考慮した許容応力度の設定が求

められる。また、部材の曲がりやねじれ等の変形が大きい場合には、支持構造物の構造安全性

を損なうことがあるため、それらを考慮して設計することが必要である。許容応力度の設定に

ついては、以下に示す基規準・指針等が参考になる。 

・「鋼構造設計規準（許容応力度設計）」（日本建築学会） 

・「軽鋼構造設計施工指針・同解説」（日本建築学会） 

・「アルミニウム建築構造設計規準・同解説」（アルミニウム建築構造協議会） 

・鉄筋コンクリート構造計算基準・同解説（日本建築学会） 

 

④解釈第５条の解説（使用材料） 

支持構造物に使用する材料は、安定した強度特性を有することを要求しており、日本産業規格

（JIS）、日本農林規格（JAS）、国際規格（ISO）等に規定された材料の使用が望ましい。海外規

格の材料を使用する場合には、その強度特性を明確にしたうえで設計条件に適合していること

を確認する必要がある。鋼材やアルミ合金材など、熱処理した材料を使用する場合は、熱処理

後の材料特性（強度、延び等）を考慮して設計する。また、腐食、腐朽等による経年劣化しに

くい材料の使用、又はメッキ等の劣化防止のための処理を施した材料の使用を要求している。

水面に施設されるフロート等に使用される樹脂材料等についても劣化しにくい材料の使用又は

劣化防止のための措置が必要となる。 

 

⑤解釈第６条の解説（接合部） 

対象となる接合部は、太陽電池モジュールとその支持構造物に作用する荷重を地盤や建築物等

に伝達するための全ての接合部であり、部材間を接合するボルト類だけでなく、接合部材（接

合プレート、押さえ金具等）、太陽電池モジュールを支持構造物に固定する際に用いられるクリ

ップ金具、架構の部分に用いられるクランプ等も含まれる。これらの接合部においても許容応

力度設計を行ない、安全性を確認する必要がある。構造計算等による確認が難しい場合は、載

荷試験によって部材間の存在応力を確実に伝達できる性能を有していることについて確認す

る。その際、強度のばらつき（いわゆる 2σや 3σなどの信頼区間）を考慮して接合部の性能を

評価すること。 

 

⑥解釈第７条の解説（基礎およびアンカー） 

土地に自立して施設される支持構造物の直接基礎または杭基礎における沈下、浮上がり、水平

移動は、支持構造物の損壊に発展するため、上部構造から伝達される荷重に対して十分な抵抗

力を有している必要がある。なお、「地上設置型発電システムの設計ガイドライン 2019 年版」

（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構：2019）の技術資料においては、太
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陽光発電設備に使用される杭基礎の抵抗力が、建築物の杭基礎の設計に使用される計算式（小

規模建築物基礎設計指針、日本建築学会）によって算定した抵抗力を下回る場合があることを

指摘している。このことから、杭基礎の抵抗力は載荷試験（杭が打設される地盤における載荷

試験）によって確認することが望ましい。また、水面に施設されるフロート群を係留するため

のアンカーについても載荷試験によって確認することが望ましい。このときフロート群に接続

された多数の係留索には荷重が均等に作用しないことが考えられるため、アンカーは偏りを考

慮した荷重に対して十分な抵抗力があることを確認する必要がある。 

 

⑦解釈第２条～第７条の解説 

これらの要求性能に適合する設計を行う際には、「地上設置型発電システムの設計ガイドライ

ン 2019 年版」（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構：2019）、及び解説 2表

に示す規準・指針が参考となる。なお、建築物に付帯する太陽電池発電設備については、この

解釈での要求事項に加え、建築設備として建築基準法施行令第 129 条の 2の 4 に規定する構造

強度も満たすこと。 

 

解説 2表 支持構造物の設計に参考となる基規準・指針と参照部分 
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⑧解釈第８条の解説（支持構造物の標準仕様） 

産業構造審議会保安分科会電力安全小委員会の審議を踏まえ、平成 29 年および令和元年に電

気設備技術基準の解釈第 46 条第 3 項として標準設計仕様を追加したものである。太陽電池発

電設備の支持構造物については平成 18 年から電気設備技術基準の解釈第 46条第 2 項で規定し

ていたが、強度計算を行っていないなどその規定を満たさない施工等により、公衆安全に影響

を与える重大な損壊被害（平成 27 年 8 月に九州で発生した台風 15 号によるパネル飛散や架台

倒壊等）が発生した。このような状況に鑑み、基準風速や降雪量など諸条件を満たす場合は、

強度計算を実施せずとも必要な強度等を確保できるよう、地上設置型の設備に適用できる標準

仕様を規定したものである。なお、当該標準仕様に準拠すれば強度計算を要しない前提である

ことから、設置場所の条件に左右されないように安全率を大きく設定するため、風荷重には、

最新の知見を生かして裕度を持たせた。また、標準仕様中、コンクリート強度 Fc は平成 12年

建設省告示第 1450 号に定める許容応力度を有するものをいい、Ｎ値は、JIS A 1219(2013)に規

定される測定方法を用いる。なお、本標準設計で使用している「Ｎ値＝３」とは、太陽電池発

電設備を設置する場所が柔らかい粘土質であることを表している。 

 

⑨解釈第９条の解説（高さ９mを超える太陽電池発電設備） 

土地に自立して施設される太陽電池発電設備のうち高さが 9ｍを超える場合には、建築基準法

第 20条、建築基準法施行令第 81 条及び平成 19 年国土交通省告示第 593 号第一号を参考に、

建築基準法施行令での工作物の構造強度等を要求している。なお、太陽光発電設備の設計荷重

を規定している JIS C 8955 の適用範囲も設置面からのアレイの最高高さが 9m を超えるアレイ

は対象外としていることから、設計荷重についても別途検討する必要がある。 

＜省令第五条＞ 

（土砂の流出及び崩壊の防止） 

【解釈】 

（地盤） 

第１０条 

土地に自立して施設される太陽電池発電設備においては、施設される土地が降雨等によって土

砂流出が発生し公衆安全に影響を与えるおそれがある場合には、排水工、法面保護工等を行

う。 

2 施設する地盤が傾斜地である場合には、必要に応じて抑制工、抑止工等の土砂災害対策を

講ずること。 

 

【解説】 

①解釈第１０条の解説 
太陽電池発電設備の施設場所の選定においては、地方自治体が公開している土砂災害警戒区域

等の情報、地形図、土地条件図等を用いた資料調査及び地盤調査等の事前調査結果をもとに土

砂災害リスクを事前に把握しておくことが重要である。これらの結果をもとに、土地の斜面崩

壊防止対策や排水処理方法など十分な工学的検討を行い、当該発電設備並びに公衆の安全を確
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発電用太陽電池設備の施設による急傾斜地の崩壊の防止について、電気設備に関する技術基準

を定める省令を準用して規定したものである。 
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鋼（コ 75×40）で、北側油圧シリンダー位置より南側に寄った位置に設置されていたと推定され

る。 
油圧シリンダーの撤去理由、事業者の証言によれば著しい油圧漏れがあり撤去したとのことで

ある。鉄塔には油漏れの痕跡があり、制御室には撤去された 2 本のシリンダーがあったことを現

認している。 
 

事故状況の推定 
佐野市の気象データ（アメダス）からは、事故当時は西よりの風（最大瞬間風速 20m/s 程度）

が吹いていたものと推定される。 
破壊は、引張側（西側）の油圧シリンダーに代替された等辺山形鋼や溝形鋼の部材溶接部（接

合部）が破断し、圧縮側（東側）の同部材が座屈及び溶接部の破断によって大きく東側に傾いた

結果、軸受部のピロー型軸受箱の脚部に大きな荷重がかかり破断してアレイが落下した。 
落下時にアレイの北側（低い側）が地上（アスファルト）に衝突し、そこを支点として反転し

て裏向きになった状態で、駐車場の車両に衝突して人身物損事故を引き起こしたと推定される。 
 

 
写真 2 損害状況（現地にて撮影：構造耐力評価機構） 

 
事故原因の推定 

当初からの油圧シリンダーの損傷（そもそも耐力と能力不足）によって制御を行えない状態に

なり、製造者が倒産したことによって補償及びメンテナンスを受けられなかったことが遠因では

あるが、油圧シリンダーの代替として設置された型鋼部材が構造計算など安全性の確認を行わず

設置されたことが事故原因であると推定する。また、その部材の設置位置も南側に偏っておりバ

ランスを欠いた設置が過大な荷重を受ける要因ともなった。 
なお、直接原因は接合部（溶接）の強度不足による破壊か疲労破壊かと考えられるが、原因究

明には詳細な損傷部の分析が必要である。 
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まとめ 
 国内における自動追尾型設備の正確な導入数は不明であるものの、2 軸追尾型を中心に一定の

導入数が存在することが確認できた。これらは全てモーターや油圧シリンダー等の駆動部を有し

ているのが最大の特徴である。1 基あたりの太陽電池モジュール枚数は大型のもので 192 枚、最

高高さは 14m 程度、全体の面積は 250～300 ㎡程度に達する。強風時の退避動作に失敗し、まと

もに強風を受けてしまった場合は駆動部が破損し、アレイ架台全体が落下・飛散する危険性が潜

在する。今回ヒアリングを実施した 2 社については、これらの最悪な条件であっても設備の落下・

飛散、倒壊しないような設計をしているとのことであったが、国内において強風によるパネル架

台全体の落下事故が複数件発生している。このため、特に強風対策における自動追尾型設備の設

計や維持管理に関する基準の整備が重要である。 
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肉厚に関する傾向 
・ 最近では肉厚が従来の 2.4mm のものから、1.8mm に薄くした製品

が多く出回っている。肉厚が薄くなることで軽くて作業性はよくなる

が、錆・腐食等に対する耐久性という面では不利である。 

耐用年数について 
・ 単管パイプ、クランプ等を含め、仮設機材の耐用年数については使用

や保管状況・頻度等が異なるため、規定はない。 

点検頻度 

・ クランプは単管パイプより劣化が早い。 
・ 一般的にクランプは 3 年に 1 回程度性能試験を実施している。単管

パイプは外観点検により、劣化や損傷が明確なため、性能試験は実施

していない。 

単管架台メーカー 
・ 太陽光専用の単管架台メーカーの存在については把握していない。過

去に太陽光専用架台の製作についての技術的アドバイスを求められ

たことはある。 

農業用の単管パイプ 
規格 

・ 径の小さい農業用ビニールハウス等で使用しているパイプ類につい

ては相当数世の中に出回っており、太陽光架台にも使用されているも

のがあるかもしれないが、仮設工業会では農業用のパイプについては

関知していない。 

単管架台の懸念点 

・ 単管パイプは地中で長期間使用することは想定していない。パイプ内

側の防錆処理は外側より弱くなるため、地中では特にパイプの内側か

ら錆が進行していくおそれがある。 
・ 地中で長期間使用する場合の耐用年数は地質の状況にもよるが、10

年持てばよいところではないか。 
・ クランプの方が錆による影響を受けやすいため、定期的な取り替えが

望まれるが、設置済みの設備に対してクランプの取り替え作業は可能

なのか 
・ 足場の場合、大雨、暴風、大雪の際はその都度目視点検しなければな

らない。単管架台においても少なくとも 1 年間に 1 回程度は目視点

検が必要と思われる。 

 
国内事故事例まとめ 

単管架台で構成された太陽電池発電設備における事故は多く発生している。とくに台風等によ

る強風によって単管架台支持物の損壊や、太陽電池モジュールが飛散する等の事故が多く発生し

ている状況である。ここでは、損害保険の事故情報をもとに、事故原因の大きな要因の 1 つであ

る台風によって発生した国内の事故について調査した。その結果、1 つの台風によって、複数の事

故が発生しており、その代表例として 2017 年の台風 21 号によって発生した単管架台支持物や太

陽電池モジュールが損傷する事故について整理した。その中でも、架台ごと飛散した事例や、杭
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国内における単管架台の設置数、実際に使用されている単管パイプの種類、架構形式等の実態

については不明点が多いものの、単管架台の構造的損壊事故が多数発生していることから、単管

架台に対する技術的な基準の整備とともに、仮設材料を長期使用する場合の点検・検査基準の整

備が必要である。 
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基礎の沈下・浮上がり・横移動 
根入れ深さ 
基礎周辺の洗堀 

5 杭基礎 
設計図書との整合（形状・配置・杭の突出高さ） 
杭の変形・腐食 
杭周辺の洗堀 

6 架台 

設計図書との整合（架構、部材形状、材質） 
接合部の構造（固定方法、反力方向） 
摩擦接合と荷重方向（長孔・スロット・単管クランプ） 
接合部材の変形・腐食 

7 その他 特殊な構造の場合の構造的弱点・設計上の注意点 

 
 

  





52 

架構モデル 
構造計算書の架構モデルを確認すると、梁材や柱材が継ぎ目のない一本の部材としているが、

実際には部材を延長する接合部が存在していた（写真 4）。また、アレイ全体をモデル化せず 20
列の東側アレイのうち 10 列のみがモデル化されており、応力の集中しやすい入隅部は省略され

ていた。また、梁部材の単管を H 形鋼としてモデル化しており、解析モデルの妥当性が確認でき

ない。さらに、東西傾斜を含む西側のアレイの構造計算が行われていない。これらのことから、

応力解析の架構モデルや入力条件の妥当性についての懸念が存在する。 
これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の一及び二に関する適合性の疑義である。 
 

 

 
写真 4 単管ジョイントによる部材延長（現地調査） 

 
設計荷重 

構造計算書において「設計荷重は、建築基準法に準拠した荷重を採用する」とあり、荷重の算

定に JIS C 8955 (2017)を使用していない。風圧荷重に関しては平成 12 年建設省告示第 1454 号

を適用しているが、当設備の荷重算定条件では同告示によって算出される風圧荷重は JIS C 8955 
(2017)と比較して速度圧（地表面粗度区分の設定の違いよる環境係数）とアレイ面の風力係数が

危険側に設定される。また、支持物構成材（PCS などの架台への付帯物を含む）に作用する風圧

荷重については考慮されているか確認できなかった。また、風荷重の算定においては JIS C 

8955 (2017) 解説ｄ）においては、「崖又は丘の上に設置されるアレイは強風を受けやすいことか

ら，建築物荷重指針などを参考にして環境係数の割増を考慮する必要があるとした。」とされてい

るので、傾斜地地形を考慮した風圧荷重の設定を行うことが推奨される。このとき、構造計算書

に示されている地盤の高低差に疑義があるので、環境係数の計算に使用する地盤の勾配について

は実測調査によって正しく把握する必要がある。 
地震荷重については架台に取り付けられているパワーコンディショナシステム（PCS）の重量

が固定荷重に算入されていないため、固定荷重及び地震荷重が危険側に設定されている懸念があ

る。 
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これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の二に関する適合性の疑義である。 
 

使用材料 
梁、柱、筋交いなどに使用されている単管（鋼管）の板厚は 1.8mm である。電技解釈（平成 30

年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）の解説で引用されている表 46.1 中の「軽鋼構造設計施

工指針・同解説（2002 年）」で規定する材料の範囲 （2.3mm 以上）から外れており、適用した

構造設計の基規準、及び発電設備の支持物の使用材料として適切である根拠を示す必要がある。

また、太陽電池モジュールの接合にステンレス製の押さえ金具と鋼製の U 字型ボルトが使用され

ており、異種金属接触腐食あるいは流水腐食と推定される腐食が見られた（写真 5）。 
これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の二、三及び六に関する適合性の疑義である。 
 

 
写真 5 U 字型ボルトの著しい腐食（現地調査） 

 
接合及び接合部材 

構造計算書では架台の各接合部の強度に関する検討結果が示されてないことから、構造計算結

果の妥当性について確認できない。具体的には、単管部材の延長には単管ジョイント、単管同士

の交差接合には緊結金具が使用されているが、部材間の存在応力を確実に伝達できるか疑義があ

る。なお、これらの接合部材はいずれも部材間の摩擦力を利用した接合方法であり、固定用ネジ

の締め付けトルクによって接合部の性能が大きく変化することから施工管理も必要であるが、そ

れらの記録も確認できなかった。また、太陽電池モジュールと梁の接合に U 字ボルト（写真 6）
を使用しているが、鋼管長手方向への滑り方向への強度が示されていない。 

これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の四に関する適合性の疑義である。 
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形式である。一基当たりの太陽電池モジュール搭載数は 196 枚（56kW）であり、水平時の施設は

幅約 20m×奥行約 15m×高さ約 6m である。また、アレイ面の最大傾斜角（35 度）での最高高

さは約 10m（アレイ面の最低地上高さは約 1.5m）である。アレイ面の姿勢制御の動力装置は、仰

角変化が油圧シリンダー、旋回が電動モーターである。 
施設の設置場所は有数の積雪地で、特定行政庁の定める地上垂直積雪量は 200cm である。当該

発電所に設置されている 5 基の施設のうち 1 基は 2020 年 12 月 31 日から 2021 年 1 月 1 日の積

雪が原因で損壊したものと推定される。なお、近隣住民の SNS では 1 月 5 日に事故を報告する

写真が掲載されていた。施設から最寄りの気象観測所であるアメダスの観測記録によると、被害

当時の積雪量は 28cm(2020 年 12 月 31 日）であり、発電所において設計用の地上垂直積雪量

（200cm）を超えていた蓋然性は極めて低い。事業者の説明によれば、当施設は遠隔監視機能が

ないため 2020 年 11 月 10 日の点検後、2021 年 1 月 19 日まで当該事故を覚知することができな

かったとのことであった。 
 

 
写真 8 損壊した施設の解体中の状況（現地調査） 

 
架構モデル 

事業者から構造関係の図面、計算書等の設計図書のほとんどが提示されなかったが、アレイの

トラスフレームの図面は提供されたため、トラスフレームの製造元の社員から構造設計諸元をヒ

アリングすることができた。それによると、風圧荷重の算定条件は設計基準風速 32m/s でアレイ

面の傾斜角は 0°、積雪荷重の算定条件は地上垂直積雪量 50cm でアレイ面の傾斜角は 45°であ

り、いずれも建築基準関連法令に従って計算されていたとのことであった。トラスフレームは不

安定な架構形式ではないが、フレームの損壊事故の状況からは部材の強度不足の疑義がある。ま

た、姿勢制御部を含む構造設計資料が提示されておらずの全貌が不明なため、全体の架構モデル

についての電技解釈に対する適合性については言及できない。 
 これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の一及び二に関する適合性の疑義である。 
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設計荷重 
JIS C 8955 によれば、当地の設計基準風速は 32m/s、地上垂直積雪量は 200cm と定められて

いる。トラスフレームの風荷重に関しては、上述のとおり JIS C 8955 を使用せず建設省告示 1454
号を適用しているため、電技解釈第 46 条第 2 項への適合性に疑義があり、JIS C 8955 と比較す

ると風力係数が危険側に設定されている蓋然性が高い。 
積雪荷重に関しては、架台の可動範囲が 35°、トラス設計値が 45°と食い違っており、積雪深

も設計値 50cm と特定行政庁が指定する地上垂直積雪量 200cm と大幅に食い違いが見られるた

め、荷重設定危険側に設定されている蓋然性が高い。事業者側の説明では 3cm の積雪で旋回しな

がら傾斜をつけて落とすとのことであったが、架台傾斜時の最低地上高が 1.5m で設計基準の地

上垂直積雪量 200cm より低いので、その仕組みが機能することについては疑義があり、35°の傾

斜での積雪の確実な滑落が完全に行えるかについても疑義がある。 
これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の二に関する適合性の疑義である。 
 
(3)追尾式システム 

追尾式システムの通常動作時は、最大日射量を得られるよう 2 軸制御を行っている。事業者へ

のヒアリングによると、強風時の退避条件は風速 20m/s（最大瞬間風速か 10 分間平均風速かは不

明）で水平（0°）に移行し、風速 15m/s 以下で 10 分間継続した場合は通常の追尾姿勢に復帰す

るとのことであった。積雪時はアレイ面上の積雪 3cm になるとアレイを旋回しながら傾斜させて

雪を落とす制御を行い、強風と積雪が競合した場合は強風モードが優先すると説明された。 
風速センサーは地上約 3m に設置され、積雪センサー架台のモジュール上に設置されている。

なお、両センサー共に測定データの記録は残っていない（破損等のエラーのみ記録あり）。また、

停電に対する制御機器の記録もなく、前述したように常時監視システムがないため設備の構造上

の異常については現地以外では把握できない状態である。 
事故当時の状況は残されたログで確認すると、風速計のエラーが記録されており強風による退

避条件で水平になったと推定され、事業者側の原因分析では強風によって追尾架台が水平（0°）

になったところに積雪し、強風と雪の両方の起因で破損したと推定している。しかしながら、施

設から最寄りの気象観測所であるアメダスの観測記録によると、事業者が設備の状態を確認して

いない期間中（2020 年 11 月 10 日～2021 年 1 月 19 日）の風速及び積雪量（最大風速 9.3m/s 注、

積雪量 28cm）は、ともに設計条件を超えていた推測される記録はないことから、部材強度につい

ての疑義がある。 
これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の一及び二に関する適合性の疑義である。 
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では不明で調査の必要がある、更新工事は 2020 年に入ってから行われたとのことであった。 
 

構造計算の架構モデル 
事業者から提供された構造計算書は復旧工事の構造計算とファイル名に記載されているが、作

成時期と対象の架台が不明であり、現地ヒアリングにおいても明確でなかった。構造計算書に示

された架構モデルの特に注意すべき点として、構造の架構モデル代表図、事業者提供の補修工事

記録写真と現地の状況を比較すると、構造の架構モデルと実際の寸法が大幅に異なる点が見られ

た。以下は現地調査で確認している事項である。 
 

  杭の突出高さは、図面では 170mm（＝2350－2180）であるが、現地調査で確認したもののう

ち低いもので 500mm 程度、高いもので 1500mm を超える場合も見受けられた（写真 10）。事業

者から提出された補修工事記録においても杭の突出高さは 500mm 以上であることは確認されて

いる。これらより、杭の貫入深さの不足に伴う抵抗力の低下及び杭基礎地上突出部の剛性の低下

に関して懸念がある。構造上重要である杭の根入れ深さについては事業者へのヒアリングでは不

明とのことであった。 

  
写真 10 現地調査 杭突き出し高さ（現地調査） 

 
  杭長手方向の間隔は、設計図書では 3000mm であったが、現地調査では 4000mm のところ

も確認されており、両者に大幅な差異が認められた（写真 11）。 
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写真 11 杭長手方向の間隔（現地調査） 

 
   横梁が架構図では一体として取り扱われているが、現地調査では 4200mm 程度ごとに継ぎ

手が存在していることを確認している（写真 12）。部材の継ぎ手は、部材側面の中央付近のみ

でねじ止めされているため、上・下方向の曲げモーメントに対して応力を確実に伝達できる性

能を有していることについての疑義がある。 

 
写真 12 横梁の長さと継手（現地調査） 

 
  アレイ面の傾斜角度は設計図書では 10°及び 20°となっていたが、現地調査では 5°～20°

とばらつきが見られ、南北方向だけでなく東西方向への傾斜も確認された（写真 13）。また、

地表面の傾斜は設計図書では 20°としているが、目視観察では傾斜角が一様でなくばらつきが

見られ、南北方向だけでなく東西方向の傾斜もみられた。 
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写真 13 アレイ面の傾斜角度 写真左は南北傾斜、写真右は東西傾斜（現地調査） 

 
  構造計算書に示された架構モデルでは、設計図書と異なる杭基礎の突出高さや柱スパンなどが

考慮されていないことで、応力を正しく算定されていない懸念がある。また、各接合部について

の境界条件が明示されていないので、応力計算の妥当性については確認できない。 
これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の一、二、四及び五に関する適合性の疑義である。 
 

設計荷重 
構造計算書における設計荷重は JIS C 8955 (2017)を準拠しているが、風圧荷重の算定での設計

用基準風速は 60ｍ/s としており、当該発電所の建設地での基準風速（36m/s）より過大に設定さ

れていた。一方、JIS C 8955 (2017) 解説ｄ）においては「崖又は丘の上に設置されるアレイは

強風を受けやすいことから、建築物荷重指針などを参考にして環境係数の割増を考慮する必要が

あるとした。」としているため、傾斜地地形を考慮した風圧荷重の設定を行うことが推奨される。 
これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の一に関する適合性の疑義（要確認事項）である。 
 

材料 
  構造計算書では、使用する鋼材の規格「Q235B」を SS400 同等としているが、同鋼材は SS400
より降伏点が低いので同等とはいいがたい。また、アルミニウム合金の「AL6005」規格で規準強

度を 215N/㎟としているが、アルミニウム建築構造設計指針・同解説に従った場合は 204N/㎟で

あることから、その妥当性に疑義のある数値である。 
 これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の三に関する適合性の疑義（要確認事項）である。 
 

地盤の洗堀 
 敷地の水下側（南側）端部付近において、地盤の洗堀が見られた（写真 14）。洗堀の範囲は、

架台の下部と調整池の水上側であった。現時点では限定的な範囲であるが、今後、洗堀範囲が広

がる可能性あり、杭基礎の支持力低下や土砂の流出に繋がる懸念がある。 
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これらについての指摘根拠は、電技解釈（平成 30 年 10 月 1 日付け 20180824 保局第 2 号）第

46 条第 2 項の五に関する適合性の疑義（要確認事項）である。なお、電技解釈（令和 2 年 2 月 25
日付け 20200220 保局第 1 号）第 46 条第 4 項には土砂流出の防止措置を要求していることから、

排水工等によって地盤の洗堀防止措置の実施が望まれる。 
 

     架台下での洗堀     架台下での洗堀（近景）  調整池の水上側での洗堀 

   
写真 14 地盤洗堀の状況（現地調査） 

 
調査結果まとめ 

本調査対象の全ての施設において、電気設備の技術基準の解釈第 46 条第 2 項での要求性能を

満足していないと推定される事項が見られた。これらの設備は、強風、積雪、地震等の自然事象

によって損壊することも考えられるため、前述の指摘事項を参考に早期に補強されることが望ま

しい。 
また、本年度の調査対象は、追尾型の太陽電池発電設備も対象としていたが、現行の電技解釈

では姿勢制御システムへの要求性能を明確にしていないため、適合性の判断について明快に指摘

することができなかった。追尾システムに関する技術基準については、早急に整備する必要があ

ると考えられる。 
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5 小出力発電設備における事故報告制度改正に関する調査 
 

5.1 周知手法の検討 
電気事業法に基づく事故報告制度が 2021 年 4 月の改正によって、新たに小出力発電設備（出

力 50kW 未満の太陽電池発電設備及び出力 20kW 未満の風力発電設備）についても事故報告の対

象となることから、周知素材の作成を念頭において、事故報告制度が改正される内容や背景につ

いて整理した。さらには、周知素材について業界団体等へのヒアリング調査を行うことで、制度

改正に伴い、対象となる設置者等に対し、事故報告制度について正しくかつ効果的に理解しても

らうための周知手法についての検討を行った。 

 
改正の背景の整理 

2012 年（平成 24 年）7 月 1 日より電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法（再エネ特措法：FIT 制度）が導入されて以降、太陽電池発電設備や風力発電設備を

中心に再生可能エネルギー発電設備の設置件数は増加の一途をたどっている。2019 年（令和元年）

11 月 19 日 新エネルギー発電設備事故対応・構造強度ワーキンググループ中間報告（以下、中間

報告という。24）にも示されている通り、今後も継続的に増える見込みである（図 5-1） 。さら

に、非住宅用太陽電池発電設備及び風力発電設備のうち、小出力発電設備に該当する施設が多数

を占めている。 

 

＜太陽電池発電設備の導入件数推移＞ ＜風力発電設備の導入件数推移＞ 

  

出典：令和元年 11 月 19 日 新エネルギー発電設備事故対応・構造強度ワーキンググループ中間報告、（経産

省 HP）（https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary）を基に当社が 2020 年 9 月末時点を入れて作成 

図 5-1 導入件数の推移 

 

一方で、再生可能エネルギー設備、とくに太陽電池発電設備の急速な普及に伴い、近年は強風

等による太陽電池モジュールの飛散や架台の倒壊、また斜面の崩落によって太陽電池発電設備が

敷地外に流出するなど、公衆に被害を及ぼす事故が報告されている。また、電気保安統計によれ

ば、太陽電池発電所の事故件数（電気工作物の損壊による事故）及び事故率（発電出力 100 万 kW
当たりの事故件数）ともに増加傾向であり、風力発電所については事故件数及び事故率ともに近

                                                   
24 「令和元年 11 月 19 日 新エネルギー発電設備事故対応・構造強度ワーキンググループ中間報告」

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/newenergy_hatsuden_wg/pdf/20191
119_report.pdf 
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れている27。また、「平成 30 年度新エネルギー等の保安規制高度化事業委託調査（小出力発電設

備に該当する太陽電池発電設備及び風力発電設備の業界状況及び保安実態調査）」においても、小

出力発電設備に該当する太陽電池発電設備及び風力発電設備についての安全性に疑念のある設備

が確認されている28。 

さらには、小出力発電設備を含む再エネ発電設備関連の事故が社会的影響を及ぼした事故も発

生（写真 15）しており、再生可能エネルギーを責任ある長期安定電源とするためにも、安全の確

保等が不可欠である。そのため、導入件数の多数を占める（とくに太陽電池発電設備）小出力発

電設備についても、事故情報をしっかり収集した上で、事故原因の究明や再発防止対策を講じる

ことが必要であることが中間報告で示されている。 

 

＜小出力太陽電池発電設備の事故事例＞ ＜小型風力発電設備の事故例＞ 

  

・ 2018 年 7 月の西日本豪雨の発生時に、神戸市にお

いて、小出力の太陽電池発電設備（50kW 未満）の

崩落事故が発生。 

・ JR 西日本は、安全確認のため、山陽新幹線の運転

を一時見合わせ。 

・ 2019 年 1 月、青森県つがる市において、小形風力

発電設備（20kW 未満）のナセルがタワー基部に落

下する事故が発生。 

【ブレード回転直径：13.1m ハブ高さ：20m】 

写真 15 事故例 

出典：令和元年 11 月 19 日 新エネルギー発電設備事故対応・構造強度ワーキンググループ中間報告29 

 
改正のポイント 

事故報告については、電気事業法第 106 条「報告の徴収」のもと、電気関係報告規則第 3 条「事

故報告」に規定されており、報告すべき電気事故として主に次の事故があげられている。 

1. 感電による死傷事故 
2. 電気火災事故 

                                                   
27 「平成 29 年度電気施設等の保安規制の合理化検討に係る調査（小型発電用風力設備における事故情報分析調

査）」https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H29FY/000008.pdf 
28 「平成 30 年度新エネルギー等の保安規制高度化事業委託調査（小出力発電設備に該当する太陽電池発電設備

及び風力発電設備の業界状況及び保安実態調査）」https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H30FY/000100.pdf 
29 「令和元年 11 月 19 日 新エネルギー発電設備事故対応・構造強度ワーキンググループ中間報告」

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/newenergy_hatsuden_wg/pdf/20191
119_report.pdf 
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上で、基本は面積で 20％以上と認識し

ている。したがって PCS1 台の火災は

火災事故に該当しない。一方で、主要

電気工作物の破損事故に該当する可能

性があるので説明には注意が必要。 

パンフレ

ット 
対象事故 

電気事故速報とあるが、言葉は正確で

あるのだろうが、本来は構造部分も含

まれるのに、「電気的部分」だけと誤解

を生じるかもしれない。構造部分も対

象になることを明記した方がいいと思

う。 

『電気事故速報』を『速報』に修正す

るとともに説明を加える。 

 

また、小出力発電設備の導入件数は極めて多く（2020 年 9 月時点での小出力太陽電池発電設備

は 642,195 件、小出力風力発電は 1,421 件）33、これら設置者等にして周知するためには、関係

業界団体など他のステークホルダーの協力を得ることが効果的であることから、経済産業省産業

保安グループ電力安全課と協力し、地方自治体、電力会社や損害保険会社、さらには施工保守関

連団体等を含む業界団体に対し、周知の協力依頼を行うこととした。 

周知協力依頼先における周知素材を活用した周知方法としては、以下のような例が挙げられる

（表 5-7）。 

 

表 5-7 周知方法の例 

・配布先でのポスター掲示とともにチラシ・パンフレットの設置 

・配布先からの関係者への配布 

・ホームページのリンク掲載（関係団体等の HP に周知素材掲載サイトの URL リンク掲載 等） 

・メールマガジンへのリンク掲載（関連団体等のメールマガジンに URL リンク掲載 等） 

・セミナーでの案内（セミナーで周知素材を配布する等）  

など 

 

 
 

  

                                                   
33 資源エネルギー庁 情報公表用ウェブサイト https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary 
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5.2 一例としての周知素材の作成及び発送 
「5.1 周知手法の検討」の内容をもと、次のような手順で紙媒体の周知素材（ポスター、チラ

シ、パンフレット（Q&A 集））を作成した。 
 

デザイン 
文章については「5.1.3 周知方法の検討」のとおり、業界団体等へ実施したヒアリング意見を

踏まえた対応方針をもとに周知素材の素案の修正を行った。 

デザインについては、外部の専門業者と調整し、イラストや写真等を使用することによって一

目でわかる内容に調整した。具体的には表紙のキャッチ―な文言を目立たせるために、文字を詰

め込みすぎずに余白を大きめにし、他の部分に比べて大きくレイアウトした。また、背景色を淡

い青色にし、文字や要素が浮き出て強い印象を与えるような工夫を行った。 

作成したデザイン案を基に経済産業省産業保安グループ電力安全課による確認を経て、最終的

にデザインを完成させた（図 5-4 と図 5-5）。 

 

  

図 5-4 ポスター・チラシ 
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5.3 周知の効果についての評価 
「5.2 一例としての周知素材の作成及び発送」のもと、周知素材の発送先に対してアンケート

調査を実施し、作成した周知素材における周知の効果について評価を実施した。 

 
調査目的 

「5.1 周知手法の検討」のとおり、電気事業法に基づく新しい事故報告制度が令和 3 年 4 月か

ら施行されるのに伴い、小出力の太陽電池発電設備や風力発電設備の事故についても、新たに事

故報告が義務化される。これらの小出力発電設備の設置者（所有者等）に対し、電気事故報告制

度について、正しくかつ効果的に理解してもらうため、「5.2  一例としての周知素材の作成及び

発送」のとおり一例として作成した周知素材を作成し、ステークホルダーに配布した。その周知

効果を検証するにあたり、周知素材の配布先に対してアンケート調査を行った。 

 
調査方法 

調査目的である周知効果の検証にあたっては、アンケートの調査内容として、周知効果や周知

素材の内容についての検証が重要事項となることを念頭におき、かつアンケートの回答率を高め

るために、アンケートの回答者が回答しやす質問項目とする必要がある。そのため、アンケート

内容については、選択制の回答しやすい質問項目を主とすることとともに、項目数を重要事項で

ある周知効果と周知素材の内容に関して限定する内容で調査票を作成した（図 5-6）。 
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図 5-6 アンケート調査票 

 

アンケート先については、対象が偏らないよう配慮のうえ選定を行った。具体的には、調査箇

所の選定にあたり地方自治体については、選定した自治体の地方に偏りがないようにすることや、

業界団体についても同業種の団体が多く選定されないようにした。 

さらには、回答率を高めるとともに、効率的なアンケート調査を実施するためにアンケートは

メール方式で実施した。 

アンケート回答数として 10 件程度は必要となることから、回答率を高める配慮を行ったこと

に鑑み、回答率を 50％と高めに見込んでだうえで、送付数を 20 箇所と設定した。周知素材の配

布先のうち、前述の選定にあたっての配慮を踏まえて 20 箇所を選定し、アンケート調査票をメー

ル送付した。 

 
調査結果 

アンケート調査票の回収数は 15 票となり（回収率 75%）、5.3.2 で想定した回答率より高い結

果となった。集計結果は以下のとおりである。 
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を用意し、周知対象者が目にする場所に掲示、配付しないと周知効果を発揮するのが難しい。メ

ディア、デジタルコンテンツ、SNS などを活用した周知も検討してはどうか。」、「ポスターの部数

は 1 部ではなく、全市町村分のポスターがあれば、より周知効果があったと考える。」等、より周

知効果を高めるための手法について今後検討する際の参考になるものと考えられる。 
事故報告の新たな対象となる小出力発電設備の設置者（所有者等）へ事故報告制度を浸透させ

るためには、今後も継続的な周知活動や周知効果の検証が必要と考えられる。周知度の更なる向

上に向けて、周知素材について紙媒体を配布するだけではなく、関係団体等に協力を呼びかけ、

メール、ホームページ、SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等の様々な媒体で周

知活動を推進していくことも重要であり、具体的な方法について今後検討が望まれる。 
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6 おわりに 
本事業では、昨年度事業で作成した太陽電池発電設備に関する技術基準の骨子案をもとに、現

行の電技解釈第 46 条を踏まえ、盛り込むべき具体的な技術要件を検討したうえで、発電用太陽電

池設備に関する技術基準を定める省令案の作成を行った。また、省令案の作成に伴い、その電技

解釈及び電技解釈の解説案の作成が必要となることから、現行の電技解釈及び電技解釈の解説と

ともに、その参照規格となっている「日本産業規格 JIS C8955(2017) 太陽電池アレイ用支持物

の設計用荷重算出方法」や、「地上設置型太陽光発電システムの設計ガイドライン 2019 年版（国

立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）」を参考にし、電技解釈及び電技解釈の解

説案の作成を行った。 
一方で、本事業で作成した省令案について、設置形態の多様化を考慮したうえで検討を行った

ものの、今後新たに追加が必要となる設置形態がある場合、その技術要件のみを単純に追加する

ことが難しい構成である可能性があるため、今後も検討を進めていく必要である。また、この省

令案に紐づく形で作成した電技解釈及び電技解釈の解説案についても、併せて検討を進めていく

必要がある。 
また、本事業では小出力発電設備のみならず、高圧設備も対象とした太陽電池発電設備に対す

る現地調査を行ったものの、その全てで電気事業法の技術基準（電気設備の技術基準の解釈第 46
条第 2 項）に対して適合性が確認できないという結果になった。これを踏まえ、今後の保安規程

を検討するうえでの更なる情報収集を目的に、構造部分の強度について、より調査・分析等を継

続して実施することが望ましい。 

さらには、事故報告制度改正によって新たに小出力発電設備が事故報告の対象となることから、

その周知を目的に周知素材の作成・発送を行った。その周知効果についてアンケートを基に評価

を行ったところ、効果があるという結果だった。一方で、アンケートに寄せられた意見から、周

知素材を相当数配布しないと周知効果を発揮することが難しいことため、メール、ホームページ、

SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等の活用した周知の検討もあがり、今後の検

討課題である。さらには、設備に対する技術的な知見や知識が乏しいと考えられる小出力発電設

備の設置者に対して隅々まで周知させるためには、継続的に周知活動を行うことが望ましい。 

最後に、今後も新しい技術開発に伴い、新たな設置形態の登場も考えられることから、多様な

設置形態における太陽電池発電設備の安全性の確保に鑑みた調査を継続的に進めていくことが望

まれる。 
 
 




